
 

 

 - 1 - 

 

ごあいさつ 
 

 

皆様方には、平素よりＪＡ松山市をご利用・お引き立ていただきまして、誠に

ありがとうございます。 

昭和３９年９月１日に松山市内１３農協が合併し、松山市農業協同組合が誕生

して以来、数々の広域合併を経て今日の姿となりました。本年３月末現在におい

ては貯金残高３，８５６億円、組合員数は、正組合員８，８２３人、准組合員 

２９,１９４人となりました。 

昨年度、当ＪＡは年間標題を「経営基盤確立の年」と定め、将来にわたって地

域農業や地域社会の発展に貢献できる事業運営体制の構築に向け、店舗再編や事

業改革を進めてまいりました。 

その結果、経営指標とされる自己資本比率は１３．９９％と、ＪＡ国内基準 

８％を上回ることができました。これも偏に皆様方の温かいご支援・ご協力の賜

物と深く感謝申し上げます。 

今年度、当ＪＡは年間標題を「事業再構築の年」と定め、持続可能な農業の実

現と経営基盤の確立に向け各事業の見直しや改革を行います。 

この冊子は、当ＪＡの業績・経営状況及び活動内容をまとめたものとなってい

ます。ぜひ、ご一読いただき、ＪＡに対するご理解を深めていただくとともに、

今後とも一層のご支援とご愛顧を賜わりますようお願い申し上げます。 

２０２２年７月 

 

   松山市農業協同組合      

代表理事組合長 阿部 和孝    
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１．経営方針 

◇２０２２年度経済の見通し 

日本経済はコロナ禍で個人消費の抑制と輸出や生産等の供給制約による停滞

から、ワクチンの普及や政府の経済対策の効果によって徐々に回復することが

期待されていましたが、新型コロナの新たな変異株による感染が再拡大してい

るなかで、今後も感染症が国内外の経済に与える影響には注視が必要です。 

また、緊迫するウクライナ情勢では早期に正常化することが期待されます

が、資源価格の高騰に伴うインフレの加速など世界経済に与える影響は少なく

なく、経済の見通しは非常に不安定です。 

 

◇農業をめぐる情勢 

新型コロナにより食料を海外からの輸入に依存することの課題が浮き彫り

となり、自給率向上の大切さが明確となっています。政府は「食料・農業・

農村基本計画」のなかで食料自給率を 2030 年に 45％とする目標を掲げてお

り、ＪＡグループにおいても達成に向けた具体的な道筋を描く必要がありま

す。また、環境に配慮しつつ持続可能な食料生産と農林水産業全体の生産力

向上の両立を図る「みどりの食料システム戦略」の実現に向け、行政と連携

した取り組みも求められています。 

 

◇ＪＡの進路と方針 

   管内の人口動態は減少傾向にあり、少子高齢化の加速や超低金利政策が継

続するなど、ＪＡを取り巻く環境は益々厳しさを増しています。このような

なかで、ＪＡが将来にわたって地域農業や地域社会に貢献するために、今年

度の年間標題を「事業再構築の年」と定め、持続可能な農業の実現と経営基

盤の確立に向け各事業の見直しや改革を行います。 

 

１．持続可能な収益性と将来にわたる健全性の確保 

「系統金融機関向けの総合的な監督指針」の見直しに伴い 2022年４月

より適用される「ＪＡ版早期警戒制度」に対応したビジネスモデルを展開

し、将来にわたる経営の健全性の確保を図ります。 

 

２．次世代の担い手農業者の育成 

行政機関と連携し、地域農業の担い手としての新規就農者や認定農業

者、基幹品目の新規栽培者、集落営農組織の育成を行います。 

   

３．自己改革実践サイクルの構築 

ＪＡが実践している自己改革の成果や課題を広く発信し、組合員の評価

や意向を踏まえて取り組みの見直しや更新を行う「自己改革実践サイク

ル」の構築を図り、地域になくてはならないＪＡを目指します。 
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２．経営管理体制 

 

    当ＪＡは農業者により組織された協同組合であり、正組合員の代表者で構成さ 

れる「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選任された理事により構成 

される「理事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が 

理事会の決定や理事の業務執行全般の監査を行っています。 

    組合の業務執行を行う理事には、組合員の意思反映を行うため、各地域から

の選出にて行っています。また、信用事業については専任担当の理事を置くと

ともに、農業協同組合法第 30 条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、ガ

バナンスの強化を図っています。 
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３．事業の概況（２０２１年度） 

新型コロナウイルスの感染拡大はワクチンの普及により落ち着きを取り戻しつつあった

なか、より強力な変異型のウイルスが発生したことで未だ高い感染状況が続いています。

感染対策を怠らずコロナと共存しながら経済活動を両立させる動きが広がっていますが、

今後の状況次第では長期の停滞もありうる難しい局面です。また、緊迫するウクライナ情

勢では早期に正常化することが期待されますが、資源価格の高騰によりインフレが加速す

るなど世界経済に大きく影響を及ぼしています。 

農業情勢においても、新型コロナにより食料を海外からの輸入に依存することの課題が

浮き彫りとなり、政府は「食料・農業・農村基本計画」のなかで食料自給率向上に向けた

明確な目標を掲げています。ＪＡグループにおいても達成に向けた具体的な道筋を描くこ

とが求められます。 

当ＪＡでは年間標題を「経営基盤確立の年」と定め、将来にわたって地域農業や地域社

会の発展に貢献できる事業運営体制の構築に向け、店舗再編や事業改革を進めてまいりま

した。 

決算内容については、事業利益が 3億 6,209万円、経常利益は 6億 7,745万円、当期剰 

余金は 4億 3,310万円となりました。 
 

主な事業活動と成果については以下のとおりです。 

 

①  信用事業 

貯金につきましては、前年度対比で 75 億 8,786 万円（1.93％）減少し、2021 年度

末残高が 3,856億 6,657万円となりました。 

また、貸出金につきましては、前年度対比で 42 億 1,141 万円（7.13％）増加し、

632億 6,795万円となりました。 

 

②  共済事業 

共済新契約につきましては、長期共済実績が 712 万 3 千ポイントとなり、目標を上

回りました。※推進ポイントは共済金額等に所定の換算率を乗じて算出しています。 

  共済の保有高等については、以下のとおりとなります。 

  ＜保有高＞ 

   満期（終身） 共済金額合計    1,109億 6,728万円（対前年比 96.6％） 

   保障共済金額合計         4,300億 1,718万円（対前年比 97.0％） 

   医療系共済  入院共済金額合計           8,162万円（対前年比 92.3％） 

   介護系共済  介護共済金額合計     39億 4,666万円（対前年比 116.4％） 

   生活障害共済 生活障害共済金額    21億 6,800万円（対前年比 97.1％） 

   生活障害共済 生活障害年金金額    13億 1,256万円（対前年比 102.7％） 

   特定重度疾病共済 特定重度疾病共済金額  13億 7,920万円（対前年比 123.7％） 

年金共済   年金年額合計      50億 6,578万円（対前年比 101.2％） 

   自動車共済  共済掛金合計        6億 8,081万円（対前年比 98.9％） 

   共済契約者数（長期共済及び自動車共済合計）    37,194人 

   被共済者数  生命総合共済（年金共済を除く）   26,328 人 

          年金共済               6,781 人 

  ※生活障害共済及び特定重度疾病共済の人数については長期共済、生命総合共済に
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含めています。 

 

③ 購買事業 

  ＜生産資材＞ 

  生産資材の供給高・取扱高は、前年度対比 4,314万円（4.46％）減少し、9億 

2,357万円となりました。 

 

  ＜生活資材＞ 

  生活資材の供給高・取扱高は、前年度対比 1億 712万円（12.65%）増加し、 

9億 5,398万円となりました。 

 

④ 販売事業 

受託販売品取扱高は、前年度対比 2億 65万円（11.49%）減少し、15億 4,592万円 

となりました。 

買取販売品販売高は、前年度対比 3,319万円（6.60%）減少し、4億 6,961万円となり 

ました。 

 

⑤ 農業経営事業 

 新テッポウユリの種子等を栽培し、農業経営事業販売高は 74万円となりました。 
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４．地域貢献情報 

◇全般に関する事項 

  当組合は、松山市、松前町、東温市、久万高原町を業務区域として、「地域社会と共

生し信頼と負託にこたえるＪＡ松山市」の経営理念の下、組合員や利用者が安心して

利用でき、地域に「信頼されるＪＡ」「必要とされるＪＡ」を目指し事業活動を展開し

ております。 

  今後も組合員や利用者の幸せのために、更には地域のより良い発展のために様々な

分野で地域貢献を果たして参ります。 

 

 ◇地域からの資金調達の状況 

  ① 貯金・定期積金残高 

  地域の皆様からお預かりした貯金の残高は、3,856億 6,657万円（うち、定期積金

の残高は 47億 7,894万円）となっております。 

 

  ② 貯金商品 

  各種貯金商品を取り扱っております。詳しくは貯金一覧表（ｐ．１６・１７）をご

参照ください。 

 

  ③ 出資金 

  出資金の残高は正組合員 19億 4,007万円、准組合員 28億 6,394万円、処分未済持

分 2,661万円、合計 48億 3,063万円です。 

 

◇地域への資金供給の状況 

  ① 貸出金残高 

  地域の皆様への貸出金の残高は、632億 6,796万円となっております。組合員等が

509億 1,910万円、地方公共団体が 2億 860万円、その他が 121億 4,026万円です。 

  

  ② 制度融資取扱状況 

  農業制度資金は、農業経営の改善や経営規模の拡大などに必要な資金で、国・県・

市町村の農業施策に基づいて融資される低利の資金です。 

  農業近代化資金 6,639万円、高齢者住宅整備資金 310万円、その他制度資金 5,484

万円です。 

 

  ③ 融資商品 

  事業資金・住宅ローン・マイカーローン・教育ローンなどの地域の皆様の暮らしや

事業に必要な資金をご融資しております。 

  詳しい融資商品については、融資商品の概要（ｐ．１９）をご参照ください。 
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◇社会的貢献活動について 

○ 各種農業関連のイベント開催（農協まつり等） 

○ 地域行事・地域活動への役職員の積極的な参加 

○ 献血活動への協力 

○ 食農教育の一環としてあぐりスクールを開校 

○ 定年退職者や新規就農者を対象とした農業塾の開塾 

○ 女性部・青壮年部・各種生産部会への活動支援 

○ こども１１０番の設置 

○ ＡＥＤの設置 

○ 業務区域の行政機関へ車椅子の贈呈 

 

◇地域密着型金融への取り組み（中小企業等の経営の改善及び地域の活性化のため

の取り組みの状況を含む） 

① 農業者の活性化のための融資を始めとする支援 

⚫ 農業融資商品の適切な提供・開発ができるよう営農指導員会開催の際に融資担

当者も参加し、研修をしています。 

⚫ ニーズに合わせた独自資金を「農業施設資金」として取扱っています。正組合

員の農業を営むために必要な資金です。 

  

② 地域の農業者との関係を強化・振興する取り組み 

⚫ 組合員とＪＡの接点が強化できるよう、積極的に訪問活動を行い情報発信と収

集に取り組んでいます。 

⚫ 農業経営管理支援事業の一環として各支所の担当者に対して計画的に農業融資

研修を受講させています。 

 

③ 担い手の経営のライフステージに応じた支援 

⚫ 各市町村と営農部門・金融部門が連携して新規就農支援を行っています。 

⚫ 定年退職者や新規就農者を対象に農業の基本技術を習得し、安全で品質の良い

野菜などの農産物生産を目指すために、「農業塾」を開催しています。 

 

 ④ 農山漁村等地域の情報集積を活用した持続可能な農山漁村等地域育成への貢献 

⚫ 地域の小学生に農業活動を体験し、農業の大切さを理解してもおうと食農教育

の一環として「あぐりスクール」を開催しています。 

 

 ⑤ その他地域貢献・社会に根ざした商品提供 

⚫ ピンクリボン運動（無料での乳がん検診）を実施しています。 
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５．リスク管理の状況 

◇リスク管理体制 

〔リスク管理基本方針〕 

     組合員・利用者の皆様に安心してＪＡをご利用いただくためには、より健全性の高

い経営を確保し、信頼性を高めていくことが重要です。 

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応し、認

識すべきリスクの種類や管理体制と仕組みなど、リスク管理の基本的な体系を整備し

ています。 

また、この基本方針に基づき、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自己査定

の実施などを通じてリスク管理体制の充実・強化に努めています。 

 

  ① 信用リスク管理 

信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを

含む。）の価値が減少ないし消失し、金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡ

は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定していま

す。また、通常の貸出取引については、本所の審査管理部に審査課を設置し各支所と

連携を図りながら、与信審査を行っています。審査にあたっては、取引先のキャッシ

ュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、担保評価基準など厳格な審査

基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向

上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っています。不良債権については管理・回

収方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいます。また、資産自己査定の結

果、貸倒引当金については「債権の償却・引当基準」に基づき必要額を計上し、資産

及び財務の健全化に努めています。 

 

② 市場リスク管理 

   市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動に

より、資産・負債(オフ･バランスを含む。）の価値が変動し、損失を被るリスク、資 

産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことです。主に金利リス

ク、価格変動リスクなどをいいます。金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリ

スクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在している中で金利が変動する

ことにより、利益が低下ないし損失を被るリスクをいいます。また、価格変動リスク

とは、有価証券等の価格の変動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。 

当ＪＡでは、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロール

することにより、収益化及び財務の安定化を図っています。このため、財務の健全性維

持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析

などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めていま

す。 

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及

び当ＪＡの保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会におい

て運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、

日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会で決定した運用

方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッ 
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ジを行っています。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を

行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告していま

す。 

 

③ 流動性リスク管理 

   流動性リスクとは、運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必要な

資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされ

ることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場にお

いて取引ができないため、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされるこ

とにより損失を被るリスク（市場流動性リスク）のことです。当ＪＡでは、資金繰り

リスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な流動性の

確保に努めています。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重

要な要素と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方

針などの策定の際に検討を行っています。 

  

④ オペレーショナル・リスク管理 

 オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしくは、システムが不適

切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、収益発

生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市場リスク及び流動性リスク以外の

リスクで、受動的に発生する事務、システム、法務などについて事務処理や業務運営の過

程において、損失を被るリスクと定義しています。事務リスク、システムリスクなどにつ

いて、事務手続にかかる各種規程を理事会で定め、その有効性について内部監査や監事監

査の対象とするとともに、事故・事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握して理事

会に報告する体制を整備して、リスク発生後の対応及び改善が迅速・正確に反映ができる

よう努めています。 

 

⑤ 事務リスク管理 

事務リスクとは、役職員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等を起こすことによ

り金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、業務の多様化や事務量の増加に

対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備するとともに、自主検査・自

店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。また、事故・事務ミスが発生した場合

には、発生状況を把握し改善を図るとともに、内部監査により重点的なチェックを行い、

再発防止策を実施しています。 

 

⑥ システムリスク管理 

   システムリスクとは、コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、システムの不備

に伴い金融機関が損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより

金融機関が損失を被るリスクのことです。当ＪＡでは、コンピュータシステムの安定稼

働のため、安全かつ円滑な運用に努めるとともに、システムの万一の災害・障害等に

備えています。 
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◇法令遵守体制 

〔コンプライアンス基本方針〕 

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の

厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守

し、透明性の高い経営を行うことがますます重要になっています。 

  このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置

づけ、この徹底こそが不祥事を未然に防止し、ひいては組織の信頼性向上に繋がると

の観点にたち、コンプライアンスを重視した経営に取り組みます。 

 

〔コンプライアンス運営態勢〕 

  コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委員

長とするコンプライアンス担当者を設置しています。 

  基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」

を策定し、研修会を行い全役職員に徹底しています。 

  毎年度、コンプライアンス・プログラムを策定し、実効ある推進に努めるととも

に、統括部署を設置し、その進捗管理を行っています。 

 

 〔個人情報保護方針〕 
   当組合は、組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく取扱うことが当組合の事業活

動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約しま

す。 

 １． 当組合は、個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」（以

下「保護法」といいます。）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および個人

情報保護委員会のガイドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。 

    個人情報とは、保護法第２条第１項、第２項に規定する、生存する個人に関する

情報で、特定の個人を識別できるものをいい、以下も同様とします。 

    また、当組合は、特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（以下「番号利用法」といいま

す。）その他、特定個人情報の適正な取扱いに関する関係諸法令およびガイドライ

ン等に定められた義務を誠実に遵守します。 

    特定個人情報とは、番号利用法第２条第８項に規定する、個人番号をその内容に含

む個人情報をいい、以下も同様とします。 

 ２． 当組合は、個人情報の取扱いにおいて、利用目的をできる限り特定したうえ、あ

らかじめご本人の同意を得た場合および法令により例外として扱われるべき場合を

除き、その利用目的の達成に必要な範囲内でのみ個人情報を利用します。ただし、

特定個人情報においては、利用目的を特定し、ご本人の同意の有無に関わらず、利

用目的の範囲を超えた利用は行いません。 

ご本人とは個人情報によって識別される特定の個人をいい、以下同様とします。 

利用目的は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめ公表す

るか、取得後速やかにご本人に通知し、または公表します。ただし、ご本人から

直接書面で取得する場合には、あらかじめ明示します。 

 ３． 当組合は、個人情報を取得する際、適正かつ適法な手段で取得いたします。 

 ４． 当組合は、取扱う個人データ及び特定個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新
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の内容に保つよう努め、また安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者およ

び委託先を適正に監督します。 

    なお、個人データとは、保護法第 16 条第３項が規定する、個人情報データベース

等（保護法第 16条第１項）を構成する個人情報をいい、以下同様とします。 

 ５． 当組合は、匿名加工情報（保護法第２条第６項）の取扱いに関しては、保護法・ガ

イドライン等に則して、安全管理に関する必要かつ適切な措置を講じます。 

６． 当組合は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同

意を得ることなく、個人データを第三者に提供しません。 

    また、当組合は、番号利用法 19 条各号により例外として扱われるべき場合を除

き、ご本人の同意の有無に関わらず、特定個人情報を第三者に提供しません。 

 ７． 当組合は、ご本人の機微（センシティブ）情報（要配慮個人情報並びに労働組合へ

の加盟、門地、本籍地、保健医療等に関する情報）については、法令等に基づく場

合や業務遂行上必要な範囲においてご本人の同意をいただいた場合等を除き、取得

・利用・第三者提供はいたしません。 

 ８． 当組合は、保有個人データ等につき、法令に基づきご本人からの開示・訂正・利用

停止等に応じます。 

保有個人データとは、保護法第 16条第４項に規定するデータをいいます。 

 ９． 当組合は、取扱う個人情報につき、ご本人からの質問・苦情に対し迅速かつ適切に

取り組み、そのための内部体制の整備に努めます。 

 １０．当組合は、個人情報について、適正な内部監査を実施するなどして、本保護方針の

継続的な改善に努めます。 

 

〔松山市農業協同組合情報セキュリティ基本方針〕  

松山市農業協同組合（以下「当組合」といいます。）は、組合員・利用者等の皆様と

の信頼関係を強化し、より一層の安心とサービスを提供するため、組合内の情報およ

びお預かりした情報のセキュリティの確保と日々の改善に努めることが当組合の事業

活動の基本であり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓

約します。 

１． 当組合は、情報資産を適正に取扱うため、コンピュータ犯罪に関する法律、不正ア 

クセス行為の禁止に関する法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係する 

諸法令、および農林水産大臣をはじめ主務大臣の指導による義務を誠実に遵守しま 

す。 

２． 当組合は、情報の取扱い、情報システムならびに情報ネットワークの管理運用にあ 

たり、適切な組織的・人的・物理的・技術的安全管理措置を実施し、情報資産に対

する不正な侵入、紛失、漏えい、改ざん、破壊、利用妨害等が発生しないよう努め

ます。 

３． 当組合は、情報セキュリティに関して、業務に従事する者の役割を定め、情報セ 

キュリティー基本方針に基づき、組合全体で情報セキュリティを推進できる体制を 

維持します。 

４． 当組合は、万一、情報セキュリティを侵害するような事象が発生した場合、その原 

因を迅速に解明し、被害を最小限に止めるよう努めます。 

５． 当組合は、上記の活動を継続的に行うと同時に、新たな脅威にも対応できるよう、 

情報セキュリティマネジメントシステムを確立し、維持改善に努めます。 
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〔金融商品の勧誘方針〕 

   当組合は、貯金・定期積金、共済その他の金融商品の販売等の勧誘にあたっては、

次の事項を遵守し、組合員・利用者の皆様に対して適正な勧誘を行います。 

１．組合員・利用者の皆様の商品利用目的ならびに知識、経験、財産の状況および意向

を考慮のうえ、適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。 

 ２．組合員・利用者の皆様に対し、商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を

十分に理解していただくよう努めます。 

 ３．不確実な事項について断定的な判断を示したり、事実でない情報を提供するなど、

組合員・利用者の皆様の誤解を招くような説明は行いません。 

 ４．電話や訪問による勧誘は、組合員・利用者の皆様のご都合に合わせて行うよう努め

ます。 

 ５．組合員・利用者の皆様に対し、適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努め

ます。 

 ６．販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆様からのご質問やご照会については、適切

な対応に努めます。 

 

〔金融円滑化にかかる基本的方針〕 

   松山市農業協同組合（以下、「当組合」という。）は、農業者の協同組織金融機関と

して、「健全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対して必要な資金を

円滑に供給していくこと」を、「当組合の最も重要な役割のひとつ」として位置付け、

当組合の担う公共性と社会的責任を強く認識し、その適切な業務の遂行に向け以下の

方針を定め、取組んでまいります。 

１．当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には

お客さまの特性および事業の状況を勘案しつつ、できる限り、柔軟に対応するよう

努めます。 

２．当組合は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、

お客さまの経営改善に向けた取組みをご支援できるよう努めてまいります。 

  また、役職員に対する研修等により、上記取組みの対応能力の向上に努めてまいり

ます。  

 ３．当組合は、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合

には、お客さまの経験等に応じて、説明および情報提供を適切かつ十分に行うよう

に努めてまいります。 

   また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説

明するよう努めます。 

 ４．当組合は、お客さまからの、新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する

問い合わせ、相談及び苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理

解と信頼が得られるよう努めてまいります。 

 ５．当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込み、事業再生ＡＤＲ

手続の実施依頼の確認または地域経済活性化支援機構もしくは東日本大震災事業者

再生支援機構からの債権買取申込み等の求めについて、関係する他の金融機関等

（政府系金融機関等、信用保証協会等および中小企業再生支援協議会を含む。）と緊

密な連携を図るよう努めてまいります。 

   また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客
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様の同意を前提に情報交換しつつ連携に努めます。 

 ６．当組合は、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出 

来るよう、必要な体制を整備いたしております。 

具体的には、 

  （１）組合長以下、関係役員部長を構成員とする「コンプライアンス委員会」にて、

金融円滑化にかかる対応を一元的に管理し、組織横断的に協議します。 

  （２）信用事業担当理事を「金融円滑化管理責任者」として、当組合全体における金

融円滑化の方針や施策の徹底に努めます。 

  （３）各支所に「金融円滑化管理担当者」を設置し、本・支所における金融円滑化の

方針や施策の徹底に努めます。 

 ７．当組合は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性 

を定期的に検証し、必要に応じて見直しを行います。 

 

〔金融ＡＤＲ制度への対応〕 

   ①苦情処理措置の内容 

    当組合では、苦情処理措置として、業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、そ

   の内容をホームページ・チラシ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共

   済連とも連携し、迅速かつ適切な対応に努め、苦情等の解決を図ります。 

    当組合の苦情等受付窓口（金融部・審査管理部・共済部） 

     電話番号：０８９－９４６－１６１１ 

     受付時間：午前９時～午後４時（金融機関の休業日を除く） 

 

   ②紛争解決措置の内容 

    当組合では、紛争解決措置として、次の外部機関を利用しています。 

   ・信用事業 

    愛媛県弁護士会紛争解決センター 

     電話番号：０８９－９４１－６２７９ 

    ①の窓口または一般社団法人ＪＡバンク相談所（電話番号：03－6837-1359）にお

申し出ください。なお、愛媛弁護士会については、直接紛争解決をお申し立てい

ただくことも可能です。 

   ・共済事業 

    （一社）日本共済協会 共済相談所 

     電話番号：０３－５３６８－５７５７ 

     https://www.jcia.or.jp/advisory/index.html 

    （一財）自賠責保険・共済紛争処理機構  

     http://www.jibai-adr.or.jp/ 

    （公財）日弁連交通事故相談センター 

     https://n-tacc.or.jp/ 

    （公財）交通事故紛争処理センター  

     https://www.jcstad.or.jp/  

日本弁護士連合会 弁護士費用保険ＡＤＲ 

https://www.nichibenren.or.jp/activity/resolution/lac.html 

      各機関の連絡先（住所・電話番号）につきましては、上記ホームページをご覧

http://www.jcia.or.jp/advisory/index.html
http://www.jibai-adr.or.jp/
https://n-tacc.or.jp/
https://www.jcstad.or.jp/
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いただくか、①の窓口にお問い合わせください。 

 

◇内部監査体制 

   当ＪＡでは、内部監査部門を被監査部門から独立して設置し、経営全般にわたる管

理及び各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・

評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めていま

す。 

   また、内部監査は、ＪＡの本所・支所のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監

査計画に基づき実施しています。監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち

被監査部門に通知され、定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップし

ています。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、

特に重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やか

に適切な措置を講じています。 
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６．自己資本の状況 

◇自己資本比率の状況 

当ＪＡでは、多様化するリスクに対応するとともに、組合員や利用者のニーズに

応えるため、財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。内部留保

に努めるとともに、不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、２０２２

年３月末における自己資本比率は、１３．９９％となりました。 

 

 ◇経営の健全性の確保と自己資本の充実 

   当ＪＡの自己資本は、組合員の普通出資によっています。 

 

○ 普通出資による資本調達額 

項 目 内 容 

発行主体 松山市農業協同組合 

資本調達手段の種類 普通出資 

コア資本に係る基礎項目

に算入した額 
4,830百万円（前年度 4,255百万円） 

 

 

   当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」を制定し、適正なプロセスにより正確な自

己資本比率を算出して、当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの

管理及びこれらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留

保の積み増しにより自己資本の充実に努めています。 

  また、２００６年度から、信用リスク、オペレーショナル・リスク、金利リスク

などの各種リスクを個別の方法で質的または量的に評価し、リスクを総体的に捉え 

自己資本と比較・対照し、自己資本充実度を評価することにより、経営の健全性維

持・強化を図っております。 

 

 

 

 

 

 

 



- 16 - 

 

７．主な事業の内容 

（１） 信用事業 

信用事業は、貯金、融資、為替、国債窓販などいわゆる銀行業務を行っています。この信用 

事業は、ＪＡ・信連・農林中金という三段階の組織が有機的に結びつき、「ＪＡバンク」とし 

て大きな力を発揮しています。 

 

◇ 貯金業務 

組合員の方はもちろん、地域住民の皆様や事業主の皆様からの貯金をお預かりしています。 

普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金を目的・期間・金額 

  にあわせてご利用いただいております。 

   また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、給与 

振込等もご利用いただけます。 

 

貯 金 一 覧 表 

種    別 期   間 
1回の 

お預け入れ額 
特 色 と 内 容 

総
合
口

座 

 
普 通 貯 金 

 
 

定 期 貯 金 

 

出し入れ自由 

 

 

１ヵ月以上 

５年以内 

１円以上 

《１冊で５つの機能》 

預ける、貯める、借りる、支払う、受け取る。５

つの機能を１冊の通帳にセット。毎日のお金の出

し入れは勿論、給料や年金のお受け取り、各種公

共料金のお支払いなど便利なサービスがご利用頂

けます。また、各種の定期性貯金をセットするこ

とにより不意の出費にも自動的に融資をご利用頂

けます。 

普 通 貯 金 出し入れ自由 １円以上 

《サイフ代わりに》 

いつでも出し入れができる貯金で、公共料金等の

決済口座としてもご利用下さい。 

当 座 貯 金 出し入れ自由 １円以上 

《高い利便性》 

手形や小切手でお支払いできる貯金です。お取引

上の支払や代金回収に最適です。 

通 知 貯 金 ７日以上 50,000円以上 

《短期の運用に》 

まとまった資金の短期間の運用に有利です。お引

き出しの場合は２日前にご連絡が必要です。 

貯 蓄 貯 金 出し入れ自由 １円以上 

《いつでも使える有利な貯蓄》 

お預け入れ、お引き出しが自由でお預け入れ金額

によって金利がアップし、その上毎月利息が受け

取れます。普通貯金とのスウィングサービスもご

利用頂けます。また、キャッシュカードご利用の

方は、ＡＴＭでご利用頂けます。 

期日指定定期貯金 

最長３年 

１年据置期間経

過後自由に満期

日が指定できる 

1 円以上 

300万円未満 

《お得な１年複利の貯蓄》 

利息が利息を生む１年複利が魅力の有利な貯金で

す。お預け入れ期間は最長３年で、１年据え置き

後は貯金の一部を払い出すこともできます。総合

口座とのセットで自動融資がご利用頂けます。 
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種   別 期   間 
1回の 

お預け入れ額 
特 色 と 内 容 

ス ー パ ー 定 期 １ヵ月以上 

５年以内 
1 円以上 

《マネープラン・ライフプランに合わせて選択》 

お預け入れ額が身近な定期貯金です。期間は、１

ヵ月、２ヵ月、３ヵ月、６ヵ月、１年、２年、３

年、４年、５年の定型９種類のほか、１ヵ月を超

え５年未満の間で満期日をご自由にお選び頂けま

す。総合口座とのセットで自動融資がご利用頂け

ます。 

大 口 定 期 貯 金 １ヵ月以上 

５年以内 
1,000万円以上 

《確実に大きくふやす》 

１千万円以上の大きな資金の運用に最適な定期貯

金です。市場金利を反映した利回りで金利を決定

します。確定金利なので安全・確実に資金を大き

く増やします。 

積 立 定 期 貯 金 

＜満期型＞ 

６ヵ月以上 

１０年以下 

＜エンドレス型＞ 

積立期限に 

   定めなし 

1 円以上 

《ライフサイクルに合わせて着実に》 

毎月一定日に一定額を積み立てる方法と、積立

額、積立日とも自由な方法があります。旅行やお

子様の教育費等の資金づくりに、ムリなく有利な

貯金です。 

変動金利定期貯金 
（ 複 利 型 ） 

１・２・３年 1 円以上 

《金利情勢に応じた運用に》 

従来の固定金利とは異なり、預け入れ期間中に、

６ヵ月毎に市場金利の動向に応じて金利が変わる

新しい定期貯金です。利息は６ヶ月毎の複利計算

で満期時にまとめて課税されるためお得になりま

す。 

譲 渡 性 貯 金 
（ＮＣＤ） 

＜定額方式＞ 

１ヵ月以上 

５年以内 

＜期日指定方式＞ 

７日以上 

  ５年以内 

1,000万円以上 

《資金事情の変化に応じた運用に》 

満期前解約はできませんが途中で第３者に譲渡で

きる貯蓄で短期間の運用に有利です。 

財

形

貯

蓄 

一 般 財 形 ３年以上 1 円以上 

《勤労者の資金づくりに》 

「資産形成の第一歩」をお手伝い。お勤めの方を

対象に、給料から天引きされますので、知らぬ間

に大きく貯まります。ライフプランにあわせた資

金づくりに最適です。 

財 形 年 金 ５年以上 1 円以上 

《老後の備えに》 

豊かな老後の備えとしての年金受取型財形貯金で

す。退職後も利子非課税となります。財形住宅と

合算して、元利合計５５０万円まで非課税となり

ます。 

財 形 住 宅 ５年以上 1 円以上 

《マイホーム取得の資金づくりに》 

住宅取得を目的とした貯蓄です。財形年金貯蓄と

合算して元利合計５５０万円まで非課税となりま

す。 

定 期 積 金 
６ヵ月以上 

１０年以内 
1,000円以上 

《毎月むりなく確実に積立》 

毎月一定の日に掛金を払い込み、満期日にまとま

った給付金を受け取る積立貯金です。結婚資金・

旅行費用・入学費用の積立には最適です。 
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◇ 系統セーフティネット（貯金者保護の取り組み） 

当ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制度である 

「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティネットで守られてい 

ます。 

 

 ※「ＪＡバンクシステム」の仕組み 

   組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強化法（農

林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律）」に則

り、ＪＡバンク会員（ＪＡ・信連・農林中金）総意のもと「ＪＡバンク基本方針」に基づき、

ＪＡ・信連・農林中金が一体的に取り組む仕組みを「ＪＡバンクシステム」といいます。 

「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システム」と、

スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提供の充実・強化を目指す

「一体的事業運営」の２つの柱で成り立っています。 

 

 ※「破綻未然防止システム」の機能 

   「破綻未然防止システム」は、ＪＡバンクの健全性を確保し、ＪＡ等の経営破綻を未然に防

止するためのＪＡバンク独自の制度です。具体的には、（1）個々のＪＡ等の経営状況について

チェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に発見、（2）経営破綻に至らないよう、早め

早めに経営改善等を実施、（3）全国のＪＡバンクが拠出した「ＪＡバンク支援基金※」等を活

用し、個々のＪＡの経営健全性維持のために必要な資本注入などの支援を行います。 

※2021年 3月末における残高は 1,652億円となっています。 

 

 ※「一体的な事業推進」の実施 

   良質で高度な金融サービスを提供するため、ＪＡバンクとして商品開発力・提案力の強化、 

共同運営システムの利用、全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の一体的な事業推進の取り 

組みをしています。 

 

 ※ 貯金保険制度 

   貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場合などに、 

貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維持に資することを目 

的とする制度で、銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金保険制度」と同様な制度です。 

なお、この制度を運営する貯金保険機構（農水産業協同組合貯金保険機構）の責任準備金残高 

は、2021年 3月末現在で 4,522億円となっています。 
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◇ 融資業務 

農業専門金融機関として、農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、組合員の皆様 

の生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。 

   また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆様の暮らしに必要な資金や、地方公共団体、

農業関連産業・地元企業等、農業以外の事業へも必要な資金を貸し出し、農業の振興はもとよ 

り、地域社会の発展のために貢献しています。 

   さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、個人向け 

ローンも取り扱っています。 

融資商品の概要 

種    別 資 金 の 使 途 金   額 期   間 

住宅ローン 
マイホームの新築、増改築、購入

（土地含む）、借換資金など 
10,000万円以内 

3年以上 

40年以内 

リフォームローン 住宅の増改築、改装など 1,000万円以内 
1年以上 

15年以内 

教育ローン 大学等への進学資金、教育費など 1,000万円以内 
15年以内 

（在学期間＋9年） 

マイカーローン 自動車、バイク等の購入資金など 1,000万円以内 
6ヵ月以上 

10年以内 

カードローン 
生活に必要な資金（ただし負債整

理資金は不可） 
300万円以内 

１年間 

（契約更新可） 

長期事業資金 
農業者等が新しい情勢に対応する

ための資金 
15億円以内 35年以内 

農業近代化資金 

（農業制度資金） 

土地の造成・改良、農業施設の建

築、農機具購入、長期運転資金な

ど 

1,800万円以内 

（個人の場合） 
15年以内 

農機ハウスローン 
農業用ハウスの建築、農機具購

入、農機具ローンの借換など 
1,000万円以内 

6ヵ月以上 

10年以内 

農業おまかせ資金 農業施設の建築、農地の取得、農

機具購入など 

3,600万円以内 

（個人認定農業者 

の場合） 

【設備資金】15年以内 

【運転資金】 7年以内 

農業施設資金 農業施設の建築、農機具購入など 1,500万円以内 12年以内 
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◇ 為替業務 

全国のＪＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と為替網で 

結び、当ＪＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手形・小切手等の取立 

が安全・確実・迅速にできます。 

 

種  類 内        容 

自 動 支 払 

自 動 受 取 

毎月の公共料金・税金の支払・共済掛金・クレジットカードのご利用

代金などの自動支払や、給与・年金などの自動受取が簡単な手続きで

ご利用いただけます。 

送金・振込 

取   立 

全国のＪＡ並びに他金融機関へ手形や小切手の取立をはじめ、送金や

振込が安全・確実に行えます。 

 

  

◇ その他の業務及びサービス 

    当ＪＡでは、コンピュータ・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種自動支払 

や事業主のみなさまのための給与振込サービス、自動集金サービスなど取り扱っています。 

    また、国債（新窓販国債・個人向け国債）の窓口販売の取り扱い、全国のＪＡでの貯金の 

出し入れや銀行、信用金庫、コンビニエンス・ストアーなどでも現金引き出しのできるキャ 

ッシュサービスなど、いろいろなサービスに努めています。 

 

名    称 期  間 販売単位 特 色 と 内 容 

公共債の
窓口販売 

新 窓 販 国 債 
２・５・１０年 

   （固定） 
額面 5万円単位 

利付国債は、半年毎に利
子が支払われ、満期に額
面金額で償還されます。 

個 人 向 け 国 債 

１０年(変動) 

額面 1万円単位 

半年毎に実勢金利に応じ
て変動する変動金利制 

 ５年(固定) 
半年毎に発行時の利率で
利子を支払う固定金利制 

 ３年(固定) 
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◇ 手数料一覧 

内国為替手数料 

◆ 振込手数料 

種 類 

金 額 
当店宛 

当組合 

本支店宛 

系統 

金融機関宛 

他金融機関宛 

電信扱い 文書扱い 

３ 万 円 未 満 
１件につき 

１１０円 
１件につき 

２２０円 
１件につき 

３３０円 
１件につき 

６０５円 
１件につき 

６６０円 

３ 万 円 以 上 ３３０円 ４４０円 ５５０円 ７７０円 ８８０円 

        

◆ 送金手数料（送金小切手）  ◆ 代金取立手数料（隔地間） 

系統ＪＡ宛 １件につき ４４０円  系統ＪＡ宛 １通につき ４４０円 

他 行 宛 １件につき ６６０円  他行宛 至急(個別取立)１通につき ８８０円 

     他行宛 普通(集中取立)１通につき ６６０円 

        

◆ その他手数料   

送金・振込の組戻料 １件につき ６６０円    

不渡り手形返却料 １通につき ６６０円    

取 立 手 形 組 戻 料 １通につき ６６０円     

取立手形店頭提示料 １通につき ６６０円     

        

両替手数料 （枚数は、持込みされた両替金の合計枚数か、両替希望合計枚数のいずれか多い方） 

３１枚～１００枚 ２２０円  （注）１００枚以下については当組合の 

１０１枚～５００枚 ３３０円    組合員様（同居のご家族を含む）は 

  無料となります。 ５０１枚～１，０００枚 ４４０円   

１，００１枚～２，０００枚 ７７０円  

２，００１枚以上 
１，０００枚ごとに 

３３０円加算 

 

 

大量硬貨入出金手数料 

１００枚以下 無料   

１０１枚～５００枚 ４４０円   

５０１枚～１，０００枚 ７７０円   

１，００１枚以上 
１，０００枚毎に 

３３０円加算 

  

        

その他の主な手数料      

取 扱 内 容 手数料 取  扱  内  容 手数料 

小切手帳（１冊５０枚） ８８０円 
ICキャッシュクレジット一体型カード 

 再発行手数料１枚につき 
1,100円 

約束手形用紙（５０枚） 

為替手形用紙（５０枚） 
1,100円 

ICキャッシュカード・ローンカード 

 再発行手数料１枚につき 
1,100円 

通帳・証書の再発行手数料 １件につき 1,100円 

(注) 上記の金額には１０％の消費税及び地方消費税が含まれております。 
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ＡＴＭ利用手数料 

 

お取引の内容等 

 

ご利用場所 

お支払い 
お預け 

入れ 
残高照会 通帳記帳 

平日 

手数料 

時間外 

手数料 

(土・日曜日) 

ＪＡ松山市のＡＴＭ ○ ○ ○ 
※１ 

○ 
無料 無料 

県内ＪＡのＡＴＭ ○ ○ ○ 
※１ 

○ 
無料 無料 

県外ＪＡのＡＴＭ ○ ○ ○ 
※１ 

○ 
無料 無料 

全国の金融機関の 

ＡＴＭ 
○ × ○ × １１０円 

２２０円 

(２２０円) 

ゆうちょ銀行のＡＴＭ ○ ○ ○ × 無料 
１１０円 

(１１０円) 

ＪＦマリンバンク ○ × ○ × 無料 無料 

伊予銀行・愛媛銀行 

三菱ＵＦＪ銀行の 

ＡＴＭ 

○ × ○ × 無料 
１１０円 

(１１０円) 

セブン銀行 

イーネットＡＴＭ 

ローソンＡＴＭ 

○ ○ ○ × 無料 
１１０円 

(１１０円) 

デビットカード 

加盟店 
商品代金等のお支払いができます。 無料 無料 

○………お取扱いができます。  ×………お取扱いができません 

  ※１：２０１１年５月６日より、新システム導入に伴い通帳を新通帳に切替えた方のみ可 
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（２） 共済事業 

ＪＡ共済は、ＪＡが行うさまざまな事業の一環として、相互扶助を事業理念とし、組合員・利用

者の皆様と共済契約を締結することによって「ひと・いえ・くるまの総合保障」を提供していま

す。 

 

◇ＪＡ共済の仕組み 

ＪＡ共済は、ＪＡとＪＡ共済連が共同で共済契約を締結し、それぞれの役割を担いながら、一体

となって保障提供を行っています。 

 

 

 

 

              共済契約 

 

     Ｊ   Ａ：ＪＡ共済の窓口です。 

      ＪＡ共済連：ＪＡ共済事業の企画・開発・資産運用業務や支払共済にかかる 

準備金の積み立てなどを行っています。 

 

（３） 農業関連事業 

 ◇販売事業 

生産者から消費者へ新鮮で安全・安心な農畜産物をお届けする事業を行っています。生産者が生

産した農畜産物を市場に出荷しています。また、米についてはＪＡ松山市独自の集荷形態を確立

し、販売しています。 

 

 ◇購買事業 

購買事業店舗では、農産物の種、苗、肥料、農薬、農具、園芸資材等を販売しています。米や野

菜等を出荷している農家向けの品物だけではなく、家庭菜園向けの品物も取り揃えています。 

 

◇産直市事業 

「地産地消」の取り組みとして、産直市（直売所）を運営し、消費者に直接、農家が持ち寄った

地元でとれた農産物を提供しています。 

 

    ふれあい産直市福音寺 

     無休（年始除く）  ７：００ ～ １３：００  

     

 

 

 

組合員・利用者

の皆様 

ＪＡ 

＋ 

ＪＡ共済連 


